海老名市社会福祉法人の設立及び運営に関する要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、関係法令等に規定するもののほか、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第22条に規定する社会福祉法人（以下「法人」という。）の設立及び運営について、必要な事項を定めるものとする。

（設立準備委員会）

第２条　法人を設立しようとするときは、法人を設立しようとする者の全員が設立準備委員（以下「委員」という。）となり、社会福祉法人設立準備委員会（以下「設立準備委員会」という。）を発足させ、法人認可に係る事務を執り進めるものとする。この場合において、委員は法人設立当初の役員予定者が全員含まれていなければならない。
２　設立準備委員会には、委員の互選により選任された代表者（以下「設立代表者」という。）を置く。
３　設立準備委員会の運営、資金管理等については、特定の者のみによって行うことなく、委員全員により的確に行うよう配慮し、議事録等を整備しなければならない。
４　設立準備委員会においては、金融機関に設立準備委員会の代表者名義の預金口座を設け、法人設立認可までの間における資金の受払いは、全て当該預金口座を通して行わなければならない。
（調書等の提出）

第３条　設立代表者は、施設整備を伴う法人を設立しようとする場合において、法人を設立しようとする年度の前々年度の１月末日までに、社会福祉法人設立準備委員会調書及び役員予定者調書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(１)　委員の履歴書の写し、身分証明書及び印鑑登録証明書
(２)　設立当初に寄附金が予定されている場合には、寄附を予定している者（以下「寄附予定者」という。）との贈与契約書の写し、印鑑登録証明書、預金残高証明書、所得証明書及び資産申立書
(３)　設立当初に不動産の寄附が予定されている場合には、寄附予定者との贈与契約書の写し、印鑑登録証明書、資産申立書、所有権移転登記確約書の写し及び当該不動産の登記事項証明書
(４)　借入金の償還金に対する寄附が予定されている場合には、寄附予定者との償還金贈与契約書の写し、印鑑登録証明書、所得証明書、納税証明書及び資産申立書
（社会福祉法人設立計画の提出等）
第４条　設立代表者は、施設整備を伴う法人を設立しようとする場合において、法人を設立しようとする年度の前年度の６月末日までに、社会福祉法人設立計画書、役員予定者調書及び福祉医療機構等借入金に対する償還計画調書を、市長に提出しなければならない。

２　設立代表者は、施設整備を伴わない法人を設立しようとする場合において、社会福祉法人設立認可申請を行う日の３月前までに、前項に規定する書類に前条各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
３　設立代表者は、前２項の規定により提出した書類の内容に変更が生じたときは、速やかに市長に報告しなければならない。
（社会福祉法人設立認可の申請）
第５条　設立代表者は、社会福祉法人設立認可申請をするときは、法人の設立予定日の３月前までに、社会福祉法人設立認可申請書に市長が別に定める書類を添えて、市長に申請しなければならない。この場合において、申請に当たっては次に掲げる事項に留意する。

(１)　法人の設立及び社会福祉施設の整備等に際して、寄附金が予定されている場合は、原則として連帯保証人を立てなければならない。ただし、寄附金額が100万円以下であり、当該寄附金が認可申請時において既に履行されている等の事情があるときは、この限りでない。
(２)　寄附金、不動産の寄附又は借入金の償還金に対する寄附が予定されている場合において、書面による贈与契約を締結するときは、寄附予定者及び連帯保証人の印鑑登録証明書等を添付しなければならない。
(３)　寄附予定者のほか、連帯保証人の所得能力、営業成績、資産状況等についても、所得証明書、納税証明書、預金残高証明書（現在高を証明する基準年月日が全て同一であることを要する。）、資産証明書、資産申立書等により明らかにしなければならない。
(４)　法人の設立及び社会福祉施設の整備等に際して、不動産の寄附が予定されて
いる場合は、書面による贈与契約を締結しなければならない。この場合において、当該不動産は、所有権が寄附予定者に帰属しており、かつ、抵当権、地上権等が設定されていないものでなければならない。
(５)　寄附予定者及び連帯保証人の間で、相互に保証し合うことはできない。
(６)　法人は、常に財政基盤全般について点検を行うとともに、社会福祉施設の整備等に当たっては、確実な資金計画、償還計画の下に整備等を実施し、贈与契約が履行されていないものについては、当該贈与契約当事者及び連帯保証人に対して、その履行を強く要請し、贈与契約の実行に努めるものとする。
(７)　法人の定款については、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第40条の規定に基づく国税庁長官による贈与者への免税の承認が円滑になされるよう、社会福祉法人の認可について（平成12年12月１日付け社会・援護局長等連名通知）別紙２の社会福祉法人定款準則に準拠するものとする。
(８)　法人及び社会福祉施設の名称については、神奈川県内における既存の法人及び施設と同一又は類似の名称とならないよう努めなければならない。

２　市長に申請する社会福祉法人設立認可申請書及び市長が別に定める書類は、正本及び副本各１通とする。

　（資金の管理状況の点検）

第６条　設立代表者は、第５条第１項の規定による申請をした後に、市長から資金の管理状況が明らかとなる書類の提出を求められたときは、設立準備委員会の代表者名義の預金通帳の写し、契約書の写し、領収書の写し等を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項に規定する資金の管理状況を点検する場合は、次に掲げる事項について、特に注意して行うものとする。この場合において、資金の管理状況は社会福祉法人設立認可の判断の１つとするので、事務の取扱いに配慮しなければならない。
(１)　預金通帳は、入金先及び支払先が明記されていること又は収支内訳説明書が添付されていること。
(２)　支出されたものについては全て領収書が整備されており、原則10万円以上のものについては、契約書、請書等が整備されていること。
(３)　直接工事費等事業費以外に支出されたものについては、その使途が適正であること。
（認可後に必要な手続）
第７条　法第31条の規定により認可を受けた者は、当該認可後に別表に定める手続を適正に行うものとする。この場合において、当該手続は法人が実施する事業を認可するための判断の１つとするので、事務の取扱いに配慮しなければならない。

（法人の資産）
第８条　法人は、基本財産の処分又は担保提供を行う場合には、市長の承認を受けなければならない。
２　法人は、前項の承認を受けようとするときは、基本財産の処分にあっては基本財産処分承認申請書により、担保提供にあっては基本財産担保提供承認申請書により、市長に申請しなければならない。
３　法人は、基本財産に根抵当権を設定してはならない。
（法人の役員）
第９条　法人の役員は、人格、識見に優れ、社会福祉事業について、理解と熱意を持つ者でなければならない。
２　役員の選任に当たっては、健康状態の著しく悪い者、兼職の多い者、法人の事務所又は経営する施設から遠隔地に在住する者その他法人の運営に支障をきたすおそれのある者で、かつ、実際に法人運営に参画できないと認められる者を選任しないよう努めなければならない。
（理事及び理事会）
第１０条　法人運営の基本事項は、全て理事会において十分審議し決定されるものであり、かつ、理事は積極的に運営に参画すべきものであるので、理事会の運営が形式的に流れることなく、必要な都度、適正に開催するものとする。
２　理事長又は代表権を有する理事が交代したときは、交代のあった日後１月以内に理事長変更届により、市長に届け出なければならない。
（監事）
第１１条　監事は、四半期ごとに１回財務及び理事の業務執行状況等について監査を実施するよう努めなければならない。

（評議員会）
第１２条　法人が評議員会を置いた場合において、当該評議員会への出席は、原則として委任状による出席を認めない。

（役員の選任）
第１３条　理事長、常勤の理事、施設長、事務長等法人及び施設を管理、運営する上で要職にある者のうちには、相互に３親等以内の親族が役員に含まれないよう、努めなければならない。

２　施設長が他の施設の長を兼任することは、原則として認めないものとする。

　（事業報告書等の提出）

第１４条　法人は、毎年度終了後３月以内に、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。

　(１)　事業報告書

　(２)　財産目録

　(３)　賃借対照表

　(４)　収支計算書

　(５)　翌年度の事業計画書

　(６)　翌年度の収支予算書
（補則）

第１５条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この要綱は、平成25年４月１日から施行する。
